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一 日本型鉄鋼ンステム輪 の議 と方向―
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図5 ω日本鉄鋼連盟の委員会などの組織図 (昭和62年12月現在)
(昭和62年12月現在)
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a)昭和 12～14年の統制機構  b)昭和 15,16年統制機構
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出所 :『鋼材倶楽部三十五年史』鋼材倶楽部 1982年 84ページ
鉄鋼メーカー 商   社










































































































図10 日本鉄鋼輸出組合の組織図 (1984年3月 )
(1984年3月)
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1 日本鉄鋼協会創立 大正4年 (1915)
II 日本鉄鋼協会研究部会発足 大正15年(1926)
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.鋼 材 部 会
.鋳 物 部 会
.鉄鋼 科 学 部 会
.耐火 煉 瓦 部 会 (その後中止)






3.特殊 鋼 部 会
4.鋼材 部 会
5.鋳 物 部 会 (その後中止)
6.鉄鋼 科 学 部 会 (その後中止)
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おける日本の製鉄原料購買独占の妙味が薄れてきていることである。また,他
方では円高による日本の鉄鋼メーカーのコスト競争力の低下も加わって,輸入
鋼材との競争が激化し,鋼材の内外価格差が拡大するなかで,大手ユーザーの
海外鋼材へのシフトの動きも一部にみられるなど,大手ユーザーと鉄鋼メーカー
との密接な連携が困難になりつつあることである。
第二に,高い鉄鋼専業比率や市場支配力のもとで機能してきた業界団体のネッ
トワークや通産省 (原局)との密接な関係は,多角化の追求や市場支配力の低
下など新 しい環境のもとで,従来のような機能を発揮しにくくなるとみられる。
第四に,若者の減少に加えて,理工系離れや製造業 (鉄鋼)離れの傾向によ
り,次第に優秀な人材の供給が困難になってきていることである。さらに,大
学の理工系分野における鉄鋼関連講座の減少や研究施設の弱体化などにより,
基礎研究面での支援機能が弱まってきている(9°)。
第五に,世界の トップに昇 りつめた日本鉄鋼業は,新たな技術体系や経営理
念などを自らの手で創造することを求められており, またその成否が日本鉄鋼
業の再生の鍵を握っていることである。
日本型鉄鋼システムにおいて,同質性のダイナミズムに基づ くキャッチアッ
プ型から多様性,異質な発想をも含む原型 (プロトタイプ)創出型システムヘ
いかに再編成するかが問われている。
90)『鉄鋼界』1993年4月号、 7ページ。
